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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第２四半期
連結累計期間

第36期
第２四半期
連結累計期間

第35期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 51,624 53,574 105,216

経常利益 （百万円） 3,758 4,221 6,796

四半期（当期）純利益 （百万円） 2,190 2,726 3,829

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,279 3,128 4,059

純資産額 （百万円） 33,065 37,419 34,590

総資産額 （百万円） 117,468 128,293 131,995

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 164.08 209.11 290.23

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額
（円） － 167.58 271.13

自己資本比率 （％） 28.1 29.2 26.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,208 △1,538 7,692

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,913 △5,566 △6,333

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △367 △2,653 5,535

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 12,286 14,097 23,750

 

回次
第35期

第２四半期
連結会計期間

第36期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 135.77 166.78

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第35期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社グループの重要な事業施設である、寮事業所及びホテル事業所につきましては、主として建物所有者から契

約期間10年～20年の長期賃借契約により一括賃借しており、一部の長期賃借契約には相互に中途解約が不可能なも

のがあり、当該事業所における稼働・収益が著しく悪化した場合には、当社の業績と財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。

　なお、平成26年９月末現在の中途解約が不可能な事業所は56棟あり、解約不能未経過賃借料残高合計は41,954百

万円であります。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による金融・財政等の政策効果により、引き続き緩やか

な回復基調にて推移いたしました。しかしながら、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動や海外景気の下振れ等に

より、依然として先行きが不透明な状況にあります。

　このような環境下、当第２四半期連結累計期間は主力事業である寮事業において、期初稼働率97.2％（前年比

0.2ポイント増）と好調にスタートし、また、ホテル事業につきましても、ドーミーイン（ビジネスホテル）事

業、リゾート（リゾートホテル）事業共に、前年同期を上回る稼働率にて好調に推移し、引き続き大きな牽引役と

なりました。

　この結果、当第２四半期連結累計期間における経営成績は、売上高53,574百万円（前年同期比3.8％増）と増収

を続け、利益につきましても、営業利益4,519百万円（前年同期比9.5％増）、経常利益4,221百万円（前年同期比

12.3％増）、四半期純利益2,726百万円（前年同期比24.5％増）と当初予想をも上回り大幅な増益となり、過去最

高益を更新いたしております。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

①寮事業

　寮事業では、期初稼働率97.2％（前年比0.2ポイント増）と前期を上回り堅調に推移し、９月末現在の稼働契約

数は31,107名（前年同期に比べ623名増）となりました。当第２四半期連結累計期間におきましては、学生寮事業

が堅調に推移したことに加え、社員寮事業においても、企業の採用人数の増加や、新たに寮制度を導入される企業

が増加したこと等により、好調に推移いたしました。

　この結果、売上高20,976百万円（前年同期比2.4％増）、営業利益2,691百万円（前年同期比5.0％増）となりま

した。

 

②ホテル事業

　ドーミーイン事業では、前期にオープンいたしました『天然温泉　茶月の湯　ドーミーインEXPRESS掛川』『天

然温泉　夕霧の湯　ドーミーインPREMIUMなんば』が好調に推移し、既存事業所におきましても多くのお客様にご

利用いただき、高い稼働率にて推移いたしました。なお、インバウンドは増加傾向にあり、当期は特に『天然温

泉　夕霧の湯　ドーミーインPREMIUMなんば』を筆頭に数多くご利用いただいております。

　リゾート事業では、前期にオープンいたしました『いにしえの宿　伊久』をはじめ、既存事業所におきましても

きめ細やかな営業が功を奏し、前期を上回る稼働率にて推移いたしました。

　この結果、大型台風の上陸や豪雨による影響があったものの、それらをカバーし、売上高23,845百万円（前年同

期比8.0％増）、営業利益3,120百万円（前年同期比15.8％増）となりました。
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③総合ビルマネジメント事業

　総合ビルマネジメント事業では、前期における所有物件売却による影響により、賃貸収入は減少となりましたが

利益は増加となりました。この結果、売上高5,499百万円（前年同期比2.2％減）、営業利益76百万円（前年同期に

比べ97百万円増益）となりました。

 

④フーズ事業

　フーズ事業では、消費税増税による個人消費環境の回復の遅れや原材料の高騰など厳しい事業環境の中、徹底し

たコストコントロールを図ってまいりました。この結果、売上高2,623百万円（前年同期比2.2％増）、営業損失０

百万円（前年同期に比べ51百万円増益）となりました。

 

⑤デベロップメント事業

　デベロップメント事業では、当第２四半期連結累計期間において、開発原価の急激な高騰などにより一部で工事

の着工順延となりました。この結果、売上高2,172百万円（前年同期比11.8％減）、営業損失７百万円（前年同期

に比べ32百万円減益）となりました。

 

⑥その他事業

　その他事業は、ウェルネスライフ事業（高齢者向け住宅の管理運営事業）、ＰＫＰ事業（自治体向け業務受託事

業）、単身生活者支援事業及び保険代理店事業、総合人材サービス事業、融資事業及び事務代行業であります。こ

れらの事業の合計は、売上高4,445百万円（前年同期比27.8％増）、営業損失197百万円（前年同期に比べ86百万円

減益）となりました。

 

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ9,652百万円減少

し、14,097百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、たな卸資産の増加額及び前受金の減少額の影響により、前年同期に

比べ330百万円支出が増加し、1,538百万円の支出となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、敷金及び保証金の差入による支出及び有形固定資産の取得による支

出の影響により、前年同期に比べ2,653百万円支出が増加し、5,566百万円の支出となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、長期借入れによる収入及び長期借入金の返済による支出の影響によ

り、前年同期に比べ2,286百万円支出が増加し、2,653百万円の支出となりました。

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、90百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 29,985,700

計 29,985,700

 

②【発行済株式】

種類

第２四半期会計期間
末　　　現在発行数

（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,125,582 15,125,582
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 15,125,582 15,125,582 ―――― ――――

　（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成26年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式　
総数増減数
（株）

発行済株式　
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金　
増減額　　
（百万円）

資本準備金　
残高　　　
（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
― 15,125,582 ― 5,136 ― 5,942
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱マイルストーン 東京都葛飾区東水元２丁目３７－１０ 1,951 12.89

一般財団法人共立国際交流奨学財団 東京都千代田区外神田２丁目１８－８ 848 5.60

日本トラスティ・サービス

信託銀行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１１ 626 4.13

石塚　晴久 東京都葛飾区 438 2.90

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１－２ 330 2.18

資産管理サービス信託銀行㈱

（年金信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－１２

晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟

282 1.86

㈱みずほ銀行

（常任代理人　資産管理サービス

信託銀行㈱）

（東京都中央区晴海１丁目８－１２

晴海アイランドトリトンスクエア

オフィスタワーＺ棟）

281 1.86

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 281 1.86

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６

日本生命証券管理部内
224 1.48

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 181 1.20

計 － 5,446 36.00

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 626千株

資産管理サービス信託銀行㈱（年金信託口）

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）

282

181

千株

千株

２．上記のほか、自己株式が2,088千株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　2,088,800
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　 12,945,500 129,455 ―

単元未満株式 普通株式　　　 91,282 ― ―

発行済株式総数 15,125,582 ― ―

総株主の議決権 ― 129,455 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権３個）含まれており

ます。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社共立メンテナンス

東京都千代田区外神田

二丁目18番８号
2,088,800 ― 2,088,800 13.81

計 ― 2,088,800 ― 2,088,800 13.81

 

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 24,707 14,955

受取手形及び売掛金 4,986 5,438

販売用不動産 257 239

仕掛販売用不動産 372 1,321

未成工事支出金 314 678

その他 6,862 6,301

貸倒引当金 △26 △25

流動資産合計 37,473 28,910

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 29,843 32,010

土地 24,891 25,512

その他（純額） 6,270 6,908

有形固定資産合計 61,005 64,431

無形固定資産 1,890 1,859

投資その他の資産   

投資有価証券 5,888 6,140

差入保証金 11,481 11,782

敷金 8,574 8,755

その他 5,789 6,525

貸倒引当金 △195 △192

投資その他の資産合計 31,538 33,011

固定資産合計 94,434 99,302

繰延資産 87 80

資産合計 131,995 128,293
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,908 3,377

短期借入金 15,328 17,981

1年内償還予定の社債 1,150 1,150

未払法人税等 1,940 1,583

前受金 11,091 8,413

賞与引当金 1,148 830

役員賞与引当金 294 164

完成工事補償引当金 11 11

その他 5,945 5,688

流動負債合計 40,819 39,200

固定負債   

社債 6,300 5,725

転換社債型新株予約権付社債 15,000 15,000

長期借入金 29,772 25,432

役員退職慰労引当金 311 306

ポイント引当金 16 25

退職給付に係る負債 1,178 1,128

その他 4,006 4,055

固定負債合計 56,586 51,673

負債合計 97,405 90,873

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,136 5,136

資本剰余金 5,943 5,943

利益剰余金 28,892 31,322

自己株式 △5,471 △5,474

株主資本合計 34,500 36,927

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △29 338

為替換算調整勘定 99 141

退職給付に係る調整累計額 20 11

その他の包括利益累計額合計 89 492

純資産合計 34,590 37,419

負債純資産合計 131,995 128,293
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 51,624 53,574

売上原価 40,669 41,755

売上総利益 10,955 11,819

販売費及び一般管理費 ※　 6,828 ※　 7,299

営業利益 4,127 4,519

営業外収益   

受取利息 50 44

受取配当金 23 23

為替差益 116 185

その他 135 84

営業外収益合計 325 337

営業外費用   

支払利息 542 448

その他 151 187

営業外費用合計 694 636

経常利益 3,758 4,221

特別利益   

受取補償金 － 93

特別利益合計 － 93

特別損失   

固定資産売却損 － 17

解体撤去費用 13 －

特別損失合計 13 17

税金等調整前四半期純利益 3,744 4,297

法人税等 1,554 1,571

少数株主損益調整前四半期純利益 2,190 2,726

四半期純利益 2,190 2,726
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,190 2,726

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 54 368

為替換算調整勘定 34 42

退職給付に係る調整額 － △8

その他の包括利益合計 89 402

四半期包括利益 2,279 3,128

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,279 3,128

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,744 4,297

減価償却費 1,375 1,523

長期前払費用償却額 70 135

差入保証金償却額 105 114

賞与引当金の増減額（△は減少） △314 △318

受取利息及び受取配当金 △74 △67

支払利息 542 448

固定資産除売却損益（△は益） 3 18

売上債権の増減額（△は増加） 1,847 △452

未収入金の増減額（△は増加） 563 514

たな卸資産の増減額（△は増加） △469 △1,201

仕入債務の増減額（△は減少） △1,641 △522

前受金の増減額（△は減少） △3,264 △2,678

未払金の増減額（△は減少） △68 △317

未払消費税等の増減額（△は減少） △397 687

預り金の増減額（△は減少） △787 △634

預り保証金の増減額（△は減少） △88 27

前受収益の増減額（△は減少） △71 △71

その他 △160 △858

小計 913 644

利息及び配当金の受取額 19 38

利息の支払額 △549 △445

法人税等の還付額 0 1

法人税等の支払額 △1,591 △1,776

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,208 △1,538

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △100

有価証券の売却による収入 390 318

有形固定資産の取得による支出 △2,215 △5,100

有形固定資産の売却による収入 0 362

無形固定資産の取得による支出 △33 △43

貸付けによる支出 △220 △828

貸付金の回収による収入 145 930

敷金及び保証金の差入による支出 △589 △597

敷金及び保証金の回収による収入 43 77

保険積立金の積立による支出 △416 △489

保険積立金の解約による収入 38 1

その他 △57 △98

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,913 △5,566
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 4,600 3,750

長期借入れによる収入 3,600 －

長期借入金の返済による支出 △3,964 △5,437

社債の償還による支出 △575 △575

自己株式の取得による支出 △3,658 △3

配当金の支払額 △336 △352

その他 △33 △36

財務活動によるキャッシュ・フロー △367 △2,653

現金及び現金同等物に係る換算差額 110 105

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,378 △9,652

現金及び現金同等物の期首残高 16,665 23,750

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※　 12,286 ※　 14,097
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の

加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が86百万円減少し、利益剰余金が55百万円

増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそ

れぞれ６百万円増加しております。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただ

し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く場合には、法定実効税率を使用する方

法によっております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　保証債務

　一部の賃借物件の保証金について当社、貸主及び金融機関との間で代預託契約を結んでおります。当該契約に

基づき、金融機関は貸主に対して保証金相当額を預託しており、当社は貸主が金融機関に対して負う当該預託金

の返還債務を保証しております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

4,427百万円 4,376百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

給料手当及び賞与 1,894百万円 1,964百万円

賞与引当金繰入額 169 201

役員賞与引当金繰入額 126 164

支払手数料 1,941 2,171
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 13,244百万円 14,955百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △957 △857

現金及び現金同等物 12,286 14,097

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当た
り　配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月26日

定時株主総会
普通株式 338 24 平成25年３月31日平成25年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当た
り　配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月８日

取締役会
普通株式 273 21 平成25年９月30日平成25年12月５日 利益剰余金

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成25年５月20日開催の取締役会における自己株式の取得決議に基づき、自己株式の取得を行い

ました。この自己株式の取得及び単元未満株式の買取等により、当第２四半期連結累計期間において自己株

式が3,657百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は、5,469百万円となりました。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当た
り　配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 352 27 平成26年３月31日平成26年６月27日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当た
り　配当額

(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月７日

取締役会
普通株式 312 24 平成26年９月30日平成26年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 寮 ホテル
総合ビル
マネジメ
ント

フーズ
デベロッ
プメント

計

売上高           

外部顧客への売上高 20,403 22,027 3,465 782 1,655 48,334 3,290 51,624 － 51,624

セグメント間の内部

売上高又は振替高
74 42 2,158 1,784 808 4,867 188 5,055 △5,055 －

計 20,477 22,069 5,623 2,566 2,464 53,202 3,478 56,680 △5,055 51,624

セグメント利益

又は損失（△）
2,564 2,694 △20 △51 25 5,212 △110 5,101 △974 4,127

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ウェルネスライフ事業（高

齢者向け住宅の管理運営事業）、ＰＫＰ事業（自治体向け業務受託事業）、単身生活者支援事業及び保

険代理店事業、総合人材サービス事業、融資事業及び事務代行業、その他の付帯事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△974百万円には、セグメント間取引消去２百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△976百万円が含まれております。全社費用は主に本社の財務経理部等の

管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

 寮 ホテル
総合ビル
マネジメ
ント

フーズ
デベロッ
プメント

計

売上高           

外部顧客への売上高 20,860 23,793 2,968 724 988 49,334 4,239 53,574 － 53,574

セグメント間の内部

売上高又は振替高
115 52 2,530 1,899 1,184 5,782 205 5,988 △5,988 －

計 20,976 23,845 5,499 2,623 2,172 55,117 4,445 59,562 △5,988 53,574

セグメント利益

又は損失（△）
2,691 3,120 76 △0 △7 5,880 △197 5,683 △1,163 4,519

 （注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ウェルネスライフ事業（高

齢者向け住宅の管理運営事業）、ＰＫＰ事業（自治体向け業務受託事業）、単身生活者支援事業及び保

険代理店事業、総合人材サービス事業、融資事業及び事務代行業、その他の付帯事業を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,163百万円には、セグメント間取引消去△51百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,111百万円が含まれております。全社費用は主に本社の財務経理

部等の管理部門に係る費用であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 164円08銭 209円11銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額　　　　　　　　（百万円） 2,190 2,726

普通株主に帰属しない金額　　　　（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額　（百万円） 2,190 2,726

普通株式の期中平均株式数　　　　　（千株） 13,348 13,037

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 167円58銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額　　　　　　　（百万円） － －

普通株式増加数　　　　　　　　　　（千株） － 3,230

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

―――――― ――――――

　（注）　前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　　　　平成26年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………………312百万円

（ロ）１株当たりの金額………………………………………… 24円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………………平成26年12月５日

（注）平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

株式会社　共立メンテナンス

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 　櫻　井　　　均　㊞

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 　板　谷　秀　穂　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共立メ

ンテナンスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日

から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共立メンテナンス及び連結子会社の平成26年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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